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施策名
下Til市
民満足度の高い行政運営 担 当 行政改革推進泄:` 課長名 石野 敦史

基本事業名 記入者名 河守 ■典
電話番号 δ26つ
(内縁 ) 2413
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事業期間 「早午置のみ 「i」輻 年度 7響
限
蹴 『鷺rt計早鱗仝薪年度

事務苺業の概要 (具体的 点は全体像を記述 主体計画0間 限定複数年度のみ) (単 位 ,手 円 )

本軍業は ,務 ヴ業や施策の成果指標を設定し 猜標数値の変イとを1,とに評価し 改|■改善につなげて

'｀
こ

仕組みをiり上げる事業です.
事務事業評価について 平成1415年 /_・に試行し 16年度に一部実施 公表したが 17年度システム全体
について再検.lし 施策評価 政策評価も実施する中で 総合劇面 予算と連動した行政評価システムを構築
|ることとした.
018～ 20年度 事務事業の評価単化設定 0事 務事業評価の実施 施策評価 事務事業貢献度.lrf試行
②21年度 1日人井川Ⅱ,職員の研修 第5次総合計画の施策の設計及び1事務事業突合せ
022年 度 第5次l・合計画施策体系での事務事業 施策曰標値の設計 事務事業優先度評価による予算編
成
023年 度 総合言IⅢ碗 策評価の実施 事務事業評価及び施策評価による予算編成
(業務の内容)各種実習 点検指導会の開催 市民アンクート実施 全事務事業評価結果の点検 公表
(事業贅の内訳)委託費(実習 点検指虫 アンケート)消 耗II(研修資料)旅 費 通信運搬熱 アンケート)

総
投
入
量

事

業

資

財
源
内
訳

目 厚 文 出 ▽

彗遺府県支出金

地方債

その他
―穀財源 63006

=栗 貢計 (A〕 63.006
人

件

贅

正 縮 員従畢 人数 b

延べ 業務 時 間 20823

人件費計 (3) サ]1フ ll

トータルコスト(A)+(3) 15 ,`|′

1現 状le握の部 (DO

(1)=務 馨 の 目的と指標

0手 ●(■■満 ,  '     ~ ~ ~~    ~~   ~
21年度実績(21年度に行つた主な活動)
行政評価システム基礎研修(旧大り|"口嘔職員及び新人係長年)と事務事業評価
点検指導会 第4次総合副画振り返り施策評価

"5次

総合計画施策検討(市民会
議 策定部会)事 務ず業と第5次総合計画の施定 の突き合せ 企であ事務事業
評価表

`成

事務事業評価表のホームペ‐―ジ 、́の公開 市民アンケートの実施

22年度計画(22年度に計画している主な活動)
rl,拡 充■業の事前.F神1事 務事業優先度.I`|の研修 実習 コスト企画研修

|

しない

単社

ロ

人

本

② 河ス(護 l●を対スにしているのか)*人 や目然資源尋
ア 事務争夫
イ 施策
ウ 臓員(行政評lllを実施している所属の職員)

0菫 薗に0事 業によちて:対策をあ 変える0が ,  ~  ~~ ~~ :
ア イ 政策体系に沿って/‐画 実施 評価というマネジメントウイクルを確立でき
改■改善に結びつく.
ア イ

"点 `ヒ

して取リメ|む 1うこなる
ウ 仕■の仕方が 事業ありきから イL民起点のまちづくり課題ありきに変わる。

0譜某でこ帆 結某T=詰す●●る0が,   ~~   ~   
…

ア <市 民が>まちらくりに参画 参力]する く市民(地域 団体)と行政か>共 通
の日標に向けて 対等の立場で二いが主体となつてまちづくりに取り組む
イ 市民満足度が高まる
ウ 掟今な財政運営を行う
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「砕動人̈『一％一％一％̈
『一％一％一％2)総 事業贅 指標等の推 (22年度の見込値、20年度の 目橿値も必ず記入 ^ は予め設定してある場合のみ

`人
単 位

1も千 F_

(実績)
19年度
(実績)

4午 反

(実績)

∠|キ 反

(実績)

Z2●II反

(見込)

20年度
(日標)

年度
(最終日標)

投

入
暮

事
業
責

財

源
内
訳

目 厚 又 口 笠 予 円

3道 府県支出奎 千 円

地方債 千 円

その他 千 円

―級財源 千 円 17 175 6801 4942 8893 10,475 10475

事業費計 (A) 千 円 ||1     17 17ヽ 6301 4942 81甲

`‐

475 10475 0

人

件

費

上 規 職 員 ■ う 人 双 人 も 0 4 3 J

`延べ業務時間 時間 4 110 1 859 1899 1 097 ,60

人件費計 (3 千 円 18191 735 141827
`44

O

トータ,レコスト(A,+(3) 千 円 35:366. 151468 18677 lj ′ZU 13819 13 819

活動指標
7 日 ,4 ′′ 7 も l′ 20

イ
ウ
人 1334 687 650 700
本 1205 1219 124 1222 1000

対象指標
半 東 114 110 l14. 1222 1000 も00

イ 厄 策 58 5 58 32 32

ウ 人 792 984 998 998

成果ヽ標
ア 24521 4 277 239 Zb] 2] ιじb Z4と 300 300 300 37=

39 57 施

而濠建
栗実施 天翼死 孫交随

41, 芙 螺 栞莫死 珠 ■昴

上位成果指標
ア お | 3(,4
イ

イ̈

% 416

% S24
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事務事 業の環境変化 住民意見等

5壽 業を開皓したぎちがげは何が

'じ

う`復どんな籠 で開始ざπ石0が

'~~~~  ~   ~平成11年確員に自主研究グループ ]2■3年度に庁内の検討委員会をfrい 14年度の事務事業員f価の試行に結びつけた
市民との情報の共有や効果的で効率的な行政運営を目指して導入された.

②事務事業を取り巻く状況(対象者や根拠法令等)はどう変イヒしているが、開始時期あるい!ま5年前と比べてどう変わったのか?
口では 平成13年1月にけ 策評価に関する標準的ノイドラインJが出され 平成14年4月よt喘 政機関が行う政策の評価に関する法律]が施行された。
平成20年10月1口現在の地方公共団体における行政評価の収紅状況は 都道″県ではほぼ全ての団体(47同体 100 )ヽ政 今指定都市では全団体07団体く,00%' 中
核市では[ぼ 全ての団体(37団体 95%)特 例市でもほぼ全ての団体(39団体 91つが「導入済みJです 市区(政今指定都市 中核市 特例市を除く)では 460団体が
嘩 入済みJ 122団体が「試tr中]でありこれに検討中の団体を含めると700団体(99%)が行政評価に取り組んでいる

0こ の事務事業に対して関係者〈住民、議会、事業対象者、利害関係者等)からどんな意見や要望が寄せられているか?
議会では 複数の議員から行政評価システムの早期専入を求める 搬 質問が出されている.
平成17年度に行政改革懇話会から 『プライオツティのルール化Jのため行政評価システムの■期導入を求める提=書 が寄せられている

2事 務事 業の評価結果 (SEE)*原 則は事後評価 ただし複数年度事業は途 中評

目
的

妥

当
性
評

価

0政策体系との整合性

この事務事業の日llは市の政策体率
に結びつくか?意 図することが結果に結
びついているか?

「 見直し余地がある 0【 理由】F、
レ 結びっぃてぃる  0【 理由】

'0
「政策体系に沿って企画 実施 評価というャネジメントサイクルを確立でき 改革政きに結びつく 重気化して取り組むよう
になる。世事の仕方が 事業ありきから 住民起点のまちづくり課題ありきに変わる.Jことま 結果として市民満足度の高い行

政運営につな力ち

なぜこの事業を市が行わなければなら
しいのか?税 金を投入して 達成する
目的か ?

2公 共関与の妥当性 「 見直し余地がある 0【理由】Fヽ

● 妥当である    →【理由】・、

行故の政策実ユの手法のこ■のためにイfうものであり PLA N―DO― SEEの マネジメントサイクルを確立して 住民鵡点に
立った効ス的で効率Fltに行政を行うことは本来イ,政が行う必要がある.

0 対象 意図0妥 当性

対象を限定 追加すべきか ?意 図を瞑
定 拡充すべきか?

「 見直し余地がある 0【 理由】■、
● 適切である     ・●【理由】■、

対黎 (事務事業 施策 職員)及び意図(政策体系に1 つヽて企画 実施 .l価というマネジメントサイクルを推立でき改革改善
に結びつく 重点イヒして腋,Xlむよぅになる l■事の仕方がヽ業ありきから■民起 にのよちづくり課題おりきに変わる)とも妥当
である

有

効
性

評

価

④成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか?成果
の現状水準とあるべき水準との差果はな
いか?何 が原因て成果向上が期待てき
ないのか?

● 向上余地がある  ⇒【理由】F、

「 向上余地がない  0【 理由】F、

まだ導入段階にあるので 継続して取リメlみ IJ度として定着すオロデ 成果の向 Lは期社できる ・予算や組織と道動して取り
組むことによリ ー層成果のl・上余地はある 議会や市民への情報提性の工夫や外部評価の導入などで関心/・高まれII
ltt●も緊張咸を持って改善に取り組むことが考えらキせる

0廃 上 休上の成果への影響

事務事業を廃止 休止した場合の影響の
有無とその内容は?

「 影響無 ‐●【理由】    ｀

M影 響有 ⇒【その内容】  ｀

―ユ体 止■ると 導入に当たり実習や点検指導を通してrめ てきた新たな行政経営^の 取組みが振り出しに戻ってしまう悉
れが強い。

'政

運営を住民起点で置めるために ,ヽ継績して取り組んていく必要がある 仮に廃上すれば旧来の事業ありきの

行政から脱却でき

'住

民のl.頼も得られない.

0類 似事業との統廃合 連携の
可能性

目的を達成するには この事務事業以
外他に方漱はないか ?

類似事業と0軌 廃合ができるか?頬 似

言葉との連携を図ることこより 成果の向
上が期待できるか?

●他に手段がある  ｀ (具体的な手段 事務事業)
日標管理制度 総合計画策定 絡合計画進行竹理 (実施=1画, 予算編成 組織編成 イ政 改革

o統 廃合連務ができる   ⇒【理由】｀

書 統廃合連携ができない  ⇒【理由】｀

18年度から実施|1画ll●行管理に■用tたが 絡●計|■策定 予算編成 組織編成に活用することで 改革改善や取組みC
重に

`ヒ

がい ,́そう●れる.

「1他に手段がない

効

率

性
評

価

0事 業費の肖1減余lt

成果を下げずに事来費を肖1減できない

か ?(仕 様や■法の適正化 住民の協力

など)

● 肖1減余地がある  0【 理由】 じヽ

「 青帳余地がない  0【 理由】｀

行政評価システムの導入がある程r_・図られ てきたので 職員の意識政市の状況を見ながら 職員が自ら実施する部分を痢

やすことにより事業費の肖J減を図るこ|が ことる

0人 件費〈延べ業務時間)の

削減余地

やり方を工夫して延べ業務時間を育1減で
きないか?成 果を下げずにより正職員以
外の職貞や委託ててきないか?(アウト
ソーシングなど)

「 肖幅余跡 ある  0【 理由】｀

rr‐肖,滅余地がない  0(理 由】｀

組織にlT政評価システムを定着させるために 継続した点検指導が必要であり 評価人を簡略化するなどtて職員の手間を

省略すれば 賊員の意識改革がなかなか進業ないことは 過去の当市の取り組みからIllかヽとなつている

公

平
性

評

価

⑨ 受益機会 責月負担の

適正

`ヒ

余lt

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか?受 益者負担が公
平 公正になっているか?

「 見直し余地がある   ⇒【理由】ヽ

● 公平公正である   ⇒【理由】F、

腕策の相対評価については幹部職員に 施策評価やヽ務事業の相/1ttllほ課長F・tに ■蕩事業評価は課単位で,計 し

てもらうようにしておリ ー部の職員に偏つてはいない.
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事務事業名 1行政評価去 テ去構築1業 ||||||11所 属都 降画財政部 ■1所属課降1調整課
‐
        |

3 の

1)1次評価者としての評価結果

① 目的妥当社   ● 適切  「 見直し余地あり

②有効性     椰 適切  磁 見直し余地あり

③効率性     「 適切  ● 見直じ余地あり

④公平性     ● 適切  「 見直し余地あり

2)全体総洒(振り返り、反省点)

有効性 (成果の向■余地あり)→まだ導入段階にあるので、継続して取り組み、

制度として定着すれば 成果の向上は期待できる。予算や組織と運動して取り

〉 奨錨 思:措 翫 骨犠 撃
j難
殺 機 蓬 ::話 i諭 鍾 鷺 隻錯

る
(類似事業との連携の余地あり→総合計画策定 予算編成、組織編成に活用

することで、改革改善や取組みの重点化がいつそう図れる.

効率性 (事業贅の肖1減余地有り)→減員の意識改革の状況を見ながら 職員
が自ら実施する部分を増やすことにより事業費の肖1減を図ることができる.

③ 今後の事業の方向性 (改革改善案) 複数選択可

「 廃上  「 体上   「 目的再設定  「 事難 lt廃合 連携  磁 事業のやり方改善(有効性改善)

● 事業のやり方改善の 準性改善〉   「 事業のやり方改善(公平性改善)

に 現状維持(従来通りで特に改革改善をしない)

導入段階にあり、継続し取組み制度として定着を図る 総合.t両策定に行政.l価手法を用いて行う。

職員の意識改市のll況を兄ながら 職員が自ら実lFtする部分を増やしていく。

×予算編成 組織編成との連携、目標管理との連携は継続して関係課と協議を続ける.

(4)改革 改善による期待成果
(廃止 休■の場合は記入不要)

二
、

コスト

増 加

成

果

円
上 0

難
持 ×

情
下 × ×

●)改革、改善を実現する上で解決すべき課題(壁)とその解決策…

関係訳の理解を得る必要があり 協議を図っていく.

4 平成21年 度の改革改善結果報告襴

「 目的再設定 「 事業続廃合 連携  ■ 事業のやり方改善(有効性改善)
「事業のやり方改善(公平性改善)   rt現 状縦持(従来通りで特に改革員

ｒ

ω

事業のやり方改善働 率性改善)

事業費(千n) 人件費(子円) トータルコスト(千円)

0

総合.l画焚たに行政評価手法を用いて策定しており 政策 施策 事務事業の間で 目的―手段のロジックツ

ワー(論理体系)を構築している.事務事業の日ll jが明確になりつつある.

Ｌ

Ｏ

革

改

書

の
内

改革改善事務事業数 改革改善事

向上した施策成果指標数 11上した

の意識が事業ありきからまちづく
り課題ありきに変わつた割合(アン


